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（１）諮問 

平成２５年１１月２６日 

大和市社会福祉審議会 会長 殿 

大和市長 大 木 哲 

大和市地域福祉計画素案について（諮問） 

 

このことについて、大和市地域福祉計画を改定するにあたり、別添「地域福祉計画素案」

について、貴審議会の意見を求めます。 

 

（２）答申 

平成２６年１月２８日 

大和市長 大木 哲 様 

大和市社会福祉審議会 

会長 小 野 敏 明 

大和市地域福祉計画素案について（答申） 

 

平成２５年１１月２６日付で諮問のありました「大和市地域福祉計画素案」について、

本審議会で審議した結果、次の通り意見を付して適当なものと認めます。 

 

 【附帯意見】 

１．文章表現にあたっては、市民に分かりやすい言葉遣いや表現に努めてください。 

 

２．計画の内容については、意見公募手続（パブリックコメント）で寄せられた意見につ

いて尊重するとともに、本審議会での検討結果を踏まえて策定してください。 

 

３．指標を設定する場合は、事業の進捗度合いが分かるような目標値の設定に努めてくだ

さい。 

 

４．計画の推進にあたっては、市民、地域福祉に携わる団体や関係機関の理解と協力を得

ながら進めてください。 

 

５．進行管理については、定期的な点検、評価を行い、計画の進捗状況を把握し、必要に

応じて計画の見直しをしてください。なお、その過程は市民等にも見える形で進めて

ください。 

 

１ 

 

大和市社会福祉審議会諮問・答申 
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４．策定体制 

 

 

社会福祉審議会、地域福祉計画策定検討委員会による審議検討の他、市民意識調査及び意

見公募手続き（パブリックコメント）を行いました。 

 

 
社会福祉審議会 意見の聴取 庁内での取り組み 

H２５ 

４月 
  

  

 
第１回検討委員会（4/26）  

５月 第１回社会福祉審議会（5/31） 
 

  
第２回検討委員会（5/20） 

６月   
  

第３回検討委員会（6/26） 

７月  第２回社会福祉審議会（7/26） 
 

  
第４回検討委員会（7/16） 

８月  第３回社会福祉審議会（8/27） 
 

 
第５回検討委員会（8/19） 

９月 第４回社会福祉審議会（9/17） 
 

 
  

１０月 第５回社会福祉審議会（10/16）   

 

 

第６回検討委員会（10/21） 

１１月 
第６回社会福祉審議会への  

諮問（11/26） 

 

 

  

１２月 
 

 

 

 
  

H２６ 

１月 

第７回社会福祉審議会からの 

答申（1/28） 
  第７回検討委員会（1/9） 

２月 
 

 
    

３月 
 

 
  

 

４月 
 

 
  

  

 

 

 

 

計画完成 

計画スタート 

計画素案作成 

計画骨子案作成 

市民アンケート 

自治会（長）アンケート 

民生委員児童委員アンケート 

パブリックコメント 

２ 

 

策定経過 
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（１）社会福祉審議会 

 

（敬称略） 

 区分 委 員 名 

１ 市議会議員 大谷 仁 

２ 〃 町田 零二 

３ 地域福祉団体の代表者 髙橋 政勝 

４ 〃 金子 直勝 

５ 関係行政機関職員 竹村 洋治郎 

６ 〃 松井 哲夫 

７ 学識経験を有する者 小野 敏明 

８ 〃 北林 郁子 

９ 〃 桐原 由美 

１０ 〃 鈴木 敏彦 

１１ 保健医療、福祉施設等を代表する者 和田 紀子 

１２ 〃 前川 公男 

１３ 〃 山岸 安志 

１４ 市長が行う公募に応じた市民 阿部 智恵子 

１５ 市長が必要と認めた者 
山本 雄一（平成 25 年 6月 20 まで） 

柴田 保（平成 25年 6月 21 日から） 

 

（２）意見公募手続き（パブリックコメント） 

 

期間：平成２５年１２月１日～平成２６年１月８日 

募集方法：持参、郵送、ファクシミリ 

意見の提出状況：意見者数 ２人 ／ 意見件数 ２２件 
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４．策定体制 

 

 

１ 調査概要 

 

調査方法  郵送で発送、郵送で回収 

配布総数  2,500 人(20 歳以上) 

 --住民基本台帳から無作為抽出— 

有効回収数 843 人 

回 収 率 34.0% 

実施時期  平成 25 年 6月～7 月 

 

２ 回答者の属性 

 

（１）年齢 

 

 

（２）性別 

 

 

2.4

4.2

7.1

10.1

7.4

8.2

7.9

7.4

13.4

11.0

12.5

7.5

0.1

0.9

0 5 10 15

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

無回答

％

N=843

10.3

18.0

11.4

3.9

13.4

26.2

12.1

3.7

0.9

0 10 20 30

男性現役世代（若年）

男性現役世代（中年）

男性前期高齢者

男性後期高齢者

女性現役世代（若年）

女性現役世代（中年）

女性前期高齢者

女性後期高齢者

無回答

％

N=843

３ 

 

地域福祉に関する市民アンケート 
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（３）家族構成 

 

 

（４）職業 

 

 

（５）住居形態 

 

 

 

 

 

 

 

99.4

67.9

42.7

4.2

14.5

0.7

3.4

0.5

0.6

0 20 40 60 80 100

本人

配偶者

子ども

兄弟姉妹

親

祖父母

孫

その他

無回答

％

N=843
複数回答

28.4

4.9

15.1

0.8

19.9

9.1

15.8

5.1

0.9

0 10 20 30

会社員・公務員（常勤・フルタイム）

契約社員・派遣社員（フルタイム）

パート・アルバイト

学生

専業主婦・主夫

定年退職者

無職

その他

無回答

％

N=843

戸建て

466
55.3%マンション

231
27.4%

アパート

・公営住宅

122
14.5%

その他

14
1.7%

無回答

10
1.2%

N=843

持ち家

583
69.2%

借家

236
28.0%

その他

14
1.7%

無回答

10
1.2%

N=843
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（６）世帯の経済的な状況 

 

 
 

（７）現在の健康状態 

 

 

 

（８）家族内の要支援や要介護者の存在 

 

 
 

  

11.2

14.7

45.2

17.6

10.4

0.5

0.5

0 10 20 30 40 50

よい方だと思う

どちらかといえばよい方だと思う

ふつう

どちらかといえば苦しい

苦しい

わからない

無回答

％

N=843

32.4

38.4

24.0

3.4

0.6

1.2

0 10 20 30 40

健康である

どちらかといえば健康である

持病や障がいなどがあるが、日常生活には問題ない

持病や障がいがあり、外出することがつらい状態である

その他

無回答

％

N=843

16.4

80.0

0.8

2.8

0 20 40 60 80 100

支援や介護が必要な人がいる

支援や介護が必要な人はいない

その他

無回答

％

N=843
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３ 地域での暮らしに関する環境 

これまでの行政によるサービスの評価は高いが、地域が中心となって進める分野の評価が低い。

とくに、以前より悪くなったと評価されたのは、「つながり」「防犯」「世代間交流」「ささえあい」である。

また、よくなったと評価されつつも不満の域にあるのは、「見守り」「権利擁護」「障がい者の安心」

「相談」である。 

 

 

４ 定住意向 

住み続けたいとする人は 55.6％と低いが、「わからない」とする人が 26.9％いる。 

 
 

高齢者の安心
障がい者の安心

見守り

こども

健康

生涯学習

地域活動

活動拠点

つながり

世代間交流

相談

ささえあい

生活環境

外出環境

生活利便

権利擁護

防災

防犯

福祉保健サービス

情報

総合的環境

よくなった

悪くなった

満足不満

住み続けたい

（また住みたい)

469
55.6%住み続けたい

（また住みた

い）とは思わな

い

107
12.7%

わからない

227
26.9%

その他

9
1.1%

無回答

31
3.7%

N=843
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５ 地域での助けあい 

 

（１）近所の人とのつきあい方や考え方 

「日頃からなんでも協力し合えるつきあい」は考え方としても 16.1％、現在のつきあいでは 6.9％と

少なく、つきあい方に一定の距離を置いておきたい意向が反映されているものと考えられる。 

 

（２）困ったときの近所の人との関係 

「助けて欲しいが難しいと思う」が 44.2％と半数近くを占め、「世間話をする程度のつきあい」

（38.4％）とする「近所つきあい」の考え方が根底にあると推察される。 

 

 

（３）「地域で助けあう福祉」の推進 

「個人では難しいので、地域の団体などが中心になって取り組むべきである」が 45.4％と、「市

民一人ひとりが、協力できることをすべきである」32.6％を上回っている。「福祉は行政の仕事なの

で、行政がやるべきである」「特に助けあう必要はない」とする人は 10％、1.2％と少ない。 

 

16.1

24.2

38.4

17.9

2.1

0.4

0.8

6.9

10.1

30.4

45.9

5.6

0.1

1.1

0 20 40 60

日頃からなんでも協力し合えるつきあい

何か困ったことがあれば家庭や個人のことでも相談

できるつきあい

世間話をする程度のつきあい

会えばあいさつを交わす程度

ほとんどかかわらない

その他

無回答

考え方

現在の状況

％

N=843

44.2

23.8

18.3

11.9

1.8

0 10 20 30 40 50

助けてほしいが、難しいと思う

困ったときには、近所の人に助けてほしいと思う

（現在支えてもらっている場合も含む）

近所の人に助けてほしいとは思わない

わからない

無回答

％

N=843

45.4

32.6

10.0

1.2

8.4

0.6

1.8

0 10 20 30 40 50

個人では難しいので、地域の団体などが中心になっ

て取り組むべきである

市民一人ひとりが、協力できることをすべきである

福祉は行政の仕事なので、行政がやるべきである

特に助けあう必要はない

わからない

その他

無回答

％

N=843
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（４）日常生活での地域の人との関係 

「将来助けてもらうことになりそう」も含めると、地域からの支援の必要性の上位 3項目は、「安否

確認や見守り」「話し相手や相談相手」「外出や通院の介助または送迎」といずれも高齢者への支

援の項目であり、「子育ての仲間づくり」「一時的な子どもの預かり」「子育て家庭の家事支援」など

こどもに関わる支援の項目は少ない。 

 

 

（５）地域の助け合い 

“現在行っている”、“できそうである”「地域の助け合い」の上位 2 項目は「町内の清掃活動」「災

害時の手助け」であり、7 割を超えている。次いで 3 位から 7 位までは、「安否確認や見守り」「話し

相手や相談相手」「祭りなど地域の行事の手伝い」「防犯パトロールなどの見守り」「ちょっとした買

い物やごみ出し、草刈りなど）」で 5割を超えている。子どもに関する項目はいずれも 3割未満であ

った。 

 

4.2

1.7

1.1

0.4

2.5

0.8

3.4

0.2

15.7

6.2

5.7

6.5

9.3

9.1

10.4

0.5

29.2

20.8

24.8

7.9

7.2

7.4

24.4

0.8

45.4

66.3

63.2

76.2

71.4

72.7

53.9

18.0

5.6

5.1

5.2

9.0

9.6

10.0

7.8

80.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①安否確認や見守り

②ちょっとした買い物やごみ出し、草刈りなど

③外出や通院の介助または送迎

④子育て家庭の家事支援

⑤子育ての仲間づくり

⑥一時的なこどもの預かり

⑦話し相手や相談相手

⑧その他

現在、地域の人に助けてもらっている

地域の人に助けてもらいたいと思うことがある

将来、助けてもらうことになりそう

いずれもない N=843

6.0

3.4

1.1

0.8

2.3

2.4

3.8

1.2
12.8

5.5

2.8

9.7

0.5

53.0

47.9

25.3

18.9

23.8

24.7

52.6

69.9

60.3

46.9

27.9

44.0

2.4

34.8

42.0

66.4

71.4

64.4

64.7

37.2

23.0

22.2

41.8

62.6

40.6

11.5

6.2

6.6

7.2

8.9

9.5

8.3

6.4

5.9

4.7

5.9

6.6

5.7

85.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①安否確認や見守り

②ちょっとした買い物やごみ出し、草刈りなど

③外出や通院の介助または送迎

④子育て家庭の家事支援

⑤子育ての仲間づくり

⑥一時的なこどもの預かり

⑦話し相手や相談相手

⑧災害時の手助け

⑨町内の清掃活動

⑩防犯パトロールなどの見守り

⑪趣味やレクリエーションの指導

⑫祭りなど地域の行事の手伝い

⑬その他

現在、行っている できそうである できないと思う 無回答
N=843
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６ 災害時の避難 

 

（１）災害時の避難で気になること 

「災害時の避難で気になるところ」では「気になるところはない」が4割弱でもっとも多い。「近所に

自分では安全に避難できないと思う人がいる」「避難場所やそこまでの経路がわからない」はそれ

ぞれ約 1/4 であり、「本人、もしくは家族の介護や生活支援が必要なので、避難所で生活できるか

どうか心配である」とする人は 2割未満であった。 

 

 

 

（２）支援が必要な人の情報の地域での共有 

「支援が必要な人の情報の地域での共有」では、「情報が適切に管理されプライバシーが守ら

れるのならば、個人の情報を提供しても良いと思う」が 7 割を占め、「どのような場合であっても、個

人の情報は提供したくないと思う」は 1 割未満であった。 

 

 

 

 

 

 

24.0

23.7

17.6

3.2

37.5

5.9

0 10 20 30 40

近所に自分では安全に避難できないと思う人がいる

避難場所やそこまでの経路がわからない

本人、もしくは家族の介護や生活支援が必要なの

で、避難所で生活できるかどうか心配である

その他

特に気になるところはない

無回答

％

N=843
複数回答

68.3

18.5

8.7

1.2

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70

情報が適切に管理されプライバシーが守られるのな

らば、個人の情報を提供しても良いと思う

わからない

どのような場合であっても、個人の情報は提供したく

ないと思う

その他

無回答

％

N=843
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７ 地域での活動 

 

（１）地域で活動している人々の認知度 

“聞いたことがある”を含めて認知されている上位３項目は、「自治会」「民生委員・児童委員」「大

和市社会福祉協議会」である。ほとんどの活動が半数以上から認知されているのに対し、「地域包

括支援センター」は 49.1％ともっとも認知度が低かった。 

 

 

地域の活動の認知度 

「よく知っている」｢知っている｣｢聞いたことがある｣の合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.7

10.6

6.4

5.2

5.1

3.1

4.2

3.1

55.5

36.7

26.1

18.3

14.1

15.2

18.0

18.9

11.4

26.5

35.0

33.6

29.9

36.9

35.7

36.7

8.4

22.5

27.9

38.1

45.7

39.6

36.5

35.6

3.0

3.8

4.6

4.9

5.2

5.2

5.6

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自治会

②民生委員・児童委員

③大和市社会福祉協議会

④地区社会福祉協議会

⑤地域包括支援センター

⑥ボランティアセンター

⑦子育て支援センター

⑧NPO法人

よく知っている 知っている 聞いたことはある まったく知らない 無回答
N=843

88.6

73.7

67.5

58.6

57.9

57.1

55.2

49.1

0 20 40 60 80 100

①自治会

②民生委員・児童委員

③大和市社会福祉協議会

⑧NPO法人

⑦子育て支援センター

④地区社会福祉協議会

⑥ボランティアセンター

⑤地域包括支援センター

％

N=843
複数回答
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（２）地域活動やボランティア活動への参加 

現在参加している活動では、「町内会・自治会に関する活動」がもっとも多く 4 割を占めており、

次いで「お祭りやイベントに関する活動」「環境美化に関する活動」「スポーツに関する活動」が続き、

2 割を超えている。子育て、健康づくり、高齢者、障がい児・者、医療の各活動に関する参加割合

はいずれも 1割未満である。 

現在の参加状況に対して今後の参加意向が高く現れた(5 ポイント以上)のは、健康づくり、高齢

者、医療、文化・芸術に関する活動であった。 

 

（３）活動に参加しやすくなる条件 

活動に参加しやすくなる条件の上位 3項目は、「活動に関するさまざまな情報提供」「活動がで

きる身近な場(施設)」「気軽に相談できる窓口」である。 

 

 

 

 

 

5.9

5.5

3.9

8.9

1.2

40.6

31.2

8.2

20.3

5.8

20.2

19.5

14.2

6.6

12.0

7.4

16.3

16.6

11.6

16.5

14.8

12.0

0 10 20 30 40 50

健康づくりに関する活動

高齢者に関する活動

障がい児・者に関する活動

子育てに関する活動

医療に関する活動

町内会・自治会に関する活動

お祭りやイベントに関する活動

地域安全に関する活動

環境美化に関する活動

文化・芸術に関する活動

スポーツ（運動会などを含む）に関する活動

現在の参加状況

今後の参加意向

％

N=843

複数回答

51.6

35.8

35.6

28.6

20.0

17.3

12.0

17.1

0.7

5.0

0 10 20 30 40 50 60

活動に関するさまざまな情報提供

活動ができる身近な場（施設）

気軽に相談できる窓口

活動のための仲間やグループづくり

活動に必要な費用の援助

知識や技術を身につけるための研修

活動に関するアドバイザーの派遣

特にない、または、わからない

その他

無回答

％

N=843
複数回答
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（４）気軽に立ち寄れる、集える場所 

 

①気軽に立ち寄れる、集える場所の有無 

「気軽に立ち寄れる、集える場所」は「ある」とする人が 3 割弱、「ない」とする人が 4 割弱で、「わ

からない」とする人が 3割あった。 

 

②気軽に立ち寄れる、集える場所 

「気軽に立ち寄れる、集える場所」の具体的な場所の上位 3 項目は、「コミュニティセンター」「自

治会館」「生涯学習センター」であり、学校や各種福祉施設は 1割未満であった。 

 

 

ある

243
28.8%

ない

313
37.1%

わからない

265
31.4%

無回答

22
2.6%

N=843

48.1

39.5

26.3

18.5

9.1

6.6

4.9

4.5

9.1

0.8

0 10 20 30 40 50

コミュニティセンター

自治会館

生涯学習センター

個人宅

学校

高齢者福祉施設

子育て支援施設

障がい者福祉施設

その他

無回答

％

N=843
複数回答
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集合住宅

が多い

27
21.3%

戸建住宅

が多い

78
61.4%

どちらとも

言えない

20
15.7%

無回答

2
1.6%

N=129

100世帯未満

14
10.9%

100～299世帯

44
34.1%

300～499世帯

24
18.6%

500世帯以上

47
36.4%

N=129

４．策 地域福祉（地域の福祉活動）に関するアンケート 

--自治会（長）アンケート-- 

 

１ 調査概要 

 

調査方法 郵送で発送、郵送で回収 

配布総数 152団体 

回収総数 129団体 

回 収 率  84.9％ 

実施時期 平成 25年6月～7月 

 

 

２ 回答のあった自治会の概要 

 

（１）地区 （２）規模 

 

  

（３）現在の自治会長の在任期間 （４）住宅地の様子 

 

 

 

 

10

8

5

14

27

9

8

11

11

11

12

3

0 10 20 30

下鶴間地区

中央林間地区

南林間地区

鶴間地区

深見大和地区

上草柳地区

中央地区

桜丘地区

和田地区

福田北地区

渋谷西地区

無回答

件

N=129

2年未満

71
55.0%

2年～4年

21
16.3%

5年～9年

26
20.2%

10年以上

11
8.5%

N=129

４ 
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（５）加入率 

 

 

３ 調査結果 

 

（１）地域が抱える課題 

地域が抱える課題上位３項目 

地域活動への参加が少ない、見守り体制が不十分、住民同士のつながりが希薄 

 

（２）地域活動 

①地域活動への住民の参加状況 

依頼すれば参加があるが 6割を占める。 

 

 

0.8

5.4

11.6

45.0

34.1

3.1

0 10 20 30 40 50

30％未満

30％～49％

50％～69％

70％～89％

90％以上

無回答

％

N=129

61.2

38.0

31.0

26.4

20.2

19.4

11.6

9.3

9.3

6.2

6.2

6.2

0 20 40 60 80

地域活動への参加が少ない

高齢者・障がい者等の見守り体制が不十分である

地域の住民と住民のつながりが希薄である

地域での活動拠点が少ない

公的サービスが不足している

健康づくりの推進や介護予防などの取り組みが不十分である

地域の中でひきこもりや孤立した人がいる

保健や福祉に関する情報が得られない

高齢者・障がい者等の権利擁護が不十分である

地域の中に相談相手がいない

その他

無回答

％

N=129
複数回答

9.3

58.1

24.8

3.9

3.9

0 20 40 60

積極的な参加がある

依頼すれば参加がある

あまり参加がない

依頼しても参加がない

無回答

％

N=129
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②現在の活動と今後必要となる活動（比較） 

 

（３）住民と住民のつながり 

①地域内での現在の住民と住民のつながり  

住民と住民のつながりが弱いとする自治会は 2割弱  

 

②地域内での住民と住民のつながりの必要性 

住民と住民のつながりの必要性は、9割を超えている（どちらかと言えば必要を含む）。 

 

 

79.1

80.6

72.9

32.6

18.6

2.3

0.8

14.7

38.0

3.1

4.7

28.7

40.3

34.1

45.0

17.1

19.4

4.7

34.1

62.8

5.4

9.3

0 20 40 60 80 100

町内の清掃活動

防犯パトロール

地域の行事の手伝い

安否確認や見守り

買い物やごみ出し、草刈など

外出や通院の介助又は送迎

一時的な子どもの預かり

話し相手や相談相手

災害時の手助け

その他

無回答

地域が取り組んでいる活動(N=129複数回答）

今後必要としていると考えられる活動(N=129複数回答）

％

1.6

18.6

53.5

18.6

3.1

0.8

3.9

0 20 40 60

強い

どちらかと言えば強い

ふつう

どちらかと言えば弱い

弱い

その他

無回答

％

N=129

58.9

34.1

0.8

0.8

0.8

4.7

0 20 40 60

とても必要である

どちらかと言えば必要である

どちらかと言えば必要ない

必要ない

その他

無回答

％

N=129
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（４）災害時要援護者について 

①災害時要援護者名簿の共有 

災害時要援護者名簿を共有していない自治会が 3割見られる。 

 

 

 

②災害時要援護者支援制度の取組（災害時要援護者名簿を共有している自治会） 

災害時要援護者名簿を共有している自治会では、マップ作成は7割、訪問活動は6割と比較的多

いが、支援者の選出 4割、個別支援プラン作成 3割と比較的少ない。 

 

 

資料 調査票 

災害時要援護

者名簿を共有

している
77

59.7%

災害時要援護

者名簿を共有

していない
35

27.1%

その他

2
1.6% 無回答

15
11.6%

N=129

72.7

55.8

44.2

28.6

9.1

0 20 40 60 80

要援護者の所在地を記したマップを作成している

要援護者の訪問活動を終了している

支援者の選任は終了している

個別支援プランの作成は終了している

無回答

％

N=77
複数回答
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男性

62
31.2%

女性

137
68.8%

N=199

100世帯未満

6
3.0%

100～299世帯

75
37.7%

300～499世帯

69
34.7%

500世帯

以上

36
18.1%

無回答

13
6.5%

N=199

民生委員活動に関するアンケート 

--民生委員児童委員アンケート-- 

 

１ 調査概要 

調査方法 郵送で回収 

配布総数 270 人 

回収総数 199 人 

回 収 率  73.7％ 

実施時期 平成 25 年7月～8月 

 

２ 回答者(民生委員)の概要 

（１）地区 （２）性別 

 

  

（３）年齢                    （４）受け持つ世帯数 

 

 

 

 

 

 

20

16

25

23

17

16

23

8

17

14

16

4

0 5 10 15 20 25 30

下鶴間地区

中央林間地区

南林間地区

鶴間地区

深見大和地区

上草柳地区

中央地区

桜丘地区

和田地区

福田北地区

福田南地区

無回答

人

N=199

40歳代未満

4
2.0%

50歳代

17
8.5%

60歳代

108
54.3%

70歳代以上

68
34.2%

無回答

2
1.0%

N=199

５ 
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民生委員活動

が多岐に渡り、

業務量が多く

負担感を感じる

76
55.1%

民生委員活動

を行う上で困難

や苦労が多く

負担感を感じる

21
15.2%

その他

26
18.8%

無回答

15
10.9%

N=138

（５）民生委員としての経験年数 （６）受け持つ地区の住宅地 

 

 

３ 調査結果 

 

（１）民生委員のやりがいと負担感 

民生委員は、負担感を感じつつもやりがいを感じている。 

 

①民生委員のやりがい 

 

②民生委員の負担感 ③負担に感じること 

 

 

 

 

1期未満

61
30.7%

1期以上～2

期未満

46
23.1%

2期以上～3期

未満

50
25.1%

4期以上

41
20.6%

無回答

1
0.5%

N=199

7.0

56.3

29.6

3.0

1.0

2.5

0.5

0 20 40 60

とてもやりがいがある

やりがいがある

ふつう

あまりやりがいはない

やりがいはない

その他

無回答

％

N=199

負担に感じない

54
27.1%

やや負担に

感じる

123
61.8%

とても負担に

感じる

15
7.5%

その他

7
3.5%

N=199

集合住宅が

多い

30
15.1%

戸建住宅が

多い

116
58.3%

どちらとも

言えない

50
25.1%

無回答

3
1.5%

N=199
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（２）協力して進める相手先 

町内会・自治会等の役員や近隣住民の協力を求めている。 

 

①現在協力して進めている相手先  

 
 

②今後協力して進めていきたい相手先 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

65.8

52.3

50.8

45.7

33.2

19.6

9.0

5.5

5.0

1.5

5.5

7.5

0 20 40 60 80

近隣の民生委員や地区会長

地域包括支援センター

気になる世帯の近隣住民

町内会・自治会等の役員

地区社協

老人クラブ

学校関係

ボランティア団体・ＮＰＯなど

警察

消防

その他

無回答

％

N=199

複数回答

62.3

60.8

58.8

57.8

34.2

28.6

21.6

13.6

11.1

4.5

5.5

9.0

0 20 40 60 80

町内会・自治会等の役員

気になる世帯の近隣住民

近隣の民生委員や地区会長

地域包括支援センター

地区社協

老人クラブ

学校関係

警察

ボランティア団体・ＮＰＯなど

消防

その他

無回答

％

N=199

複数回答
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（３）今後、民生委員として必要と考える取組 

高齢者への支援が必要と考える割合が高い。 

 

 

（４）民生委員の活動支援のための行政に求められる支援 

圧倒的に「情報提供」を求める声が多い。次いで「民生委員が動きやすい体制づくり」「庁内窓口の

一本化･担当者の引き継ぎ」、「施設の充実」などが求められている。(自由記述) 

 

 

77.4

50.3

36.7

35.7

30.2

26.1

10.1

10.1

8.5

6.0

6.0

0.5

2.0

0 20 40 60 80 100

単身高齢者、高齢者世帯の見守り

災害時要援護者の避難支援対策

介護を行う家族の支援

サロン等、高齢者などの居場所づくり

孤立・孤独・自殺予防

育児相談・子育て支援

不登校、引きこもり等の課題を抱える家庭の支援

児童虐待防止の取組み

障がい児・者の地域生活支援

生活保護受給世帯など生活困窮者の支援

まちづくり活動

その他

無回答

％

N=199

複数回答

37

10

7

6

5

5

5

3

3

2

2

1

1

1

1

1

8

0 10 20 30 40

情報提供

民生委員が動きやすい体制づくり

庁内窓口の1本化・担当者の引き継ぎ

施設の充実

PR･活動理解

実態把握

人材育成

関係機関との連携

指導・指示

現場への同行

身近な相談窓口設置

自治会長と民生委員の交流機会

地域住民の意識改革

定期的な意見交換

日曜日の連絡方法

避難訓練

その他

件

N=98


